




１．健全化判断比率

指標名 内容 対象会計等
H19決算

①
H20決算

②
H21決算

③
H22決算

③
増減

③－②
主な増減理由

実質赤字比率
普通会計の赤字額の標準財政規模に
対する比率

一般会計・住宅新築資金等貸付
事業会計・宮川奨学資金会計

-
(15.00)

-
(15.00)

-
(15.00)

-
(14.83)

－

連結実質赤字比率
町全会計の赤字額の標準財政規模に
対する比率

普通会計・国民健康保険（直診含）・老人
保健・介護保険・介護サービス・後期高齢
者医療保険事業会計

-
(20.00)

-
(20.00)

-
(20.00)

-
(19.83)

－

実質公債費比率
実質的な公債費（公営企業・一部事務
組合含）の標準財政規模に対する比
率

全会計・一部事務組合 13.6 13.6 13.0 12.5 ▲ 0.5

・標準財政規模の
増

将来負担比率

地方債の現在高・公営企業等の繰入見込額・組合等
負担見込額・退職手当負担見込額などから、基金残
高・基準財政需要額参入見込額を差し引いた額の標
準財政規模に対する比率

全会計・一部事務組合・第三セク
ター等

66.8 60.9 51.8 47.1 ▲ 4.7
・標準財政規模の
増

２．資金不足比率 （単位：％）

指標名 内容 公営企業会計名
H19決算

①
H20決算

②
H21決算

③
H22決算

③
増減

③－②
主な増減理由

水道事業会計 － － － － －

農業集落排水事業会計 － － － － －

漁業集落排水事業会計 － － － － －

簡易水道事業会計 －
水道事
業に統

合

◆　財政健全化比率・資金不足比率の状況（平成２２年度決算）

　　　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、町の財政状況を判断するための指標を公表します

資金不足比率
公営企業の資金不足額（赤字額）の営
業収益等に対する比率

　※赤字比率は、赤字が生じた場合のみ記載

　※赤字比率は、赤字が生じた場合のみ記載

(    )内は早期健全化判断基準
（単位：％）
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